
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
無線信号が給電される放射素子と、上記放射素子から所定の間隔だけ離れて上記放射素子
を中心として円形形状で配置され、無線信号が給電されない少なくとも１つの非励振素子
とを含む複数のアンテナ素子と、
上記各非励振素子に接続された可変容量ダイオードとを備え、上記可変容量ダイオードに
印加される逆バイアス電圧を変化して上記可変容量ダイオードの容量値を変化させること
により、上記アレーアンテナ装置の指向特性を変化させるアレーアンテナ装置であって、
上記複数のアンテナ素子を誘電体中に埋設し、
上記無線信号が自由空間を伝搬するときの波長をλとしかつ上記無線信号が上記誘電体中
を伝搬するときの波長をλｒ としたときに、上記放射素子と上記各アンテナ素子との間隔
は、λ／４よりも短いλｒ ／４に設定され

ことを特徴とするアレーア
ンテナ装置。
【請求項２】

放射素子は上記誘電体の軸中心の位置に設けられ、上記誘電体の半径はλｒ ／２に設
定されたことを特徴とする請求項１記載のアレーアンテナ装置。
【請求項３】
上記誘電体の高さはλｒ ／４、又はλｒ ／４からλｒ ／３までの範囲に設定されたことを
特徴とする請求項１又は２記載のアレーアンテナ装置。
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【請求項４】
上記誘電体を、上記誘電体の誘電率よりも低い誘電率を有する誘電体により包囲したこと
を特徴とする請求項１乃至 のうちのいずれか１つに記載のアレーアンテナ装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、複数のアンテナ素子からなる指向特性を変化させることができるアレーアンテ
ナ装置に関し、特に、例えば、電子制御導波器アレーアンテナ装置（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉ
ｃａｌｌｙ　Ｓｔｅｅｒａｂｌｅ　Ｐａｓｓｉｖｅ　Ａｒｒａｙ　Ｒａｄｉａｔｏｒ　（
ＥＳＰＡＲ）　Ａｎｔｅｎｎａ；以下、エスパアンテナという。）なるアレーアンテナ装
置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
昨今、電子ビームを操向可能な様々なアレーアンテナ装置が開発されている。その中で特
に、図９に図示されるエスパアンテナ（以下、従来例という。）は、無線信号が給電され
る放射素子と、上記放射素子から所定の間隔だけ離れて設けられ、無線信号が給電されな
い少なくとも１個の非励振素子と、上記非励振素子に接続された可変リアクタンス素子と
を備えたアレーアンテナ装置であって、上記可変リアクタンス素子のリアクタンス値を変
化させることにより、上記アレーアンテナ装置の指向特性を変化させるものである。
【０００３】
この従来例のエスパアンテナは、単一の信号源の接続に単一ポートのみを要し、かつ同一
の周波数で多数の方向にビームを生成することができる。この従来例のエスパアンテナは
、例えば、従来技術文献１「Ｔ．　Ｏｈｉｒａ　ｅｔ　ａｌ．，　”Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉ
ｃａｌｌｙ　ｓｔｅｅｒａｂｌｅ　ｐａｓｓｉｖｅ　ａｒｒａｙ　ｒａｄｉａｔｏｒ　ａ
ｎｔｅｎｎａｓ　ｆｏｒ　ｌｏｗ－ｃｏｓｔ　ａｎａｌｏｇ　ａｄａｐｔｉｖｅ　ｂｅａ
ｍｆｏｒｍｉｎｇ”，　２０００　ＩＥＥＥ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｎｆｅ
ｒｅｎｃｅ　ｏｎ　Ｐｈａｓｅｄ　Ａｒｒａｙ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　＆　Ｔｅｃｈｎｏｌｏ
ｇｙ　ｐｐ．　１０１－１０６，　Ｄａｎａ　ｐｏｉｎｔ，　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ，　
Ｍａｙ　２１－２５，　２０００」や特願平１１－１９４４８７号の特許出願において提
案されている。
【０００４】
このアンテナアレー装置は、スマートで、或いはアダプティブなアンテナ機能を有する携
帯通信又は移動体通信及びモバイルコンピューティングに適している。無線通信やモバイ
ルコンピューティングシステムにおいては、電子的に制御されたビームを使用して、スペ
クトル効率及びバッテリパワー効率を拡大すると同時にマルチパス伝搬及び同一チャンネ
ル干渉に付随する問題を低減させることが有利だからである。上記アレーアンテナ装置は
、例えば、移動体通信端末用のアンテナとしてノートパソコンやＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａ
ｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｔ）のような電子機器へ装着が容易であり、また
、水平面のどの方向へ主ビームを走査した場合でも、すべての無給電アンテナ素子が導波
器又は反射器として有効に機能し、水平面指向特性の制御もきわめて容易である。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、携帯ユニット及び移動ユニットにおいて使用するために、可搬性が重要な
要件となる場合には、さらに上記アレーアンテナ装置のサイズの縮小が考慮されなければ
ならない。上記エスパアンテナを携帯電話機等の移動通信端末に適用しようとすると、一
般にそれらの機器に割り当てられた２．４ＧＨｚ等の電波を送受信するためのエスパアン
テナは、携帯電話機に装着又は内蔵するには大きすぎてしまう。従って、極超短波の帯域
の電波を送受信でき、携帯電話機等の移動通信端末に装着又は内蔵することができるエス
パアンテナを開発することが必要になる。
【０００６】
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本発明の目的は以上の問題点を解決し、従来例のエスパアンテナに比較して小型・軽量化
することができるアレーアンテナ装置を提供することにある。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明に係るアレーアンテナ装置は、無線信号が給電される放射素子と、上記放射素子か
ら所定の間隔だけ離れて上記放射素子を中心として円形形状で配置され、無線信号が給電
されない少なくとも１つの非励振素子とを含む複数のアンテナ素子と、
上記各非励振素子に接続された可変容量ダイオードとを備え、上記可変容量ダイオードに
印加される逆バイアス電圧を変化して上記可変容量ダイオードの容量値を変化させること
により、上記アレーアンテナ装置の指向特性を変化させるアレーアンテナ装置であって、
上記複数のアンテナ素子を誘電体中に埋設し、
上記無線信号が自由空間を伝搬するときの波長をλとしかつ上記無線信号が上記誘電体中
を伝搬するときの波長をλｒ としたときに、上記放射素子と上記各アンテナ素子との間隔
は、λ／４よりも短いλｒ ／４に設定され

ことを特徴とする。
【０００８】
また、上記アレーアンテナ装置において、 放射素子は上記誘電体の軸中心の位置に設
けられ、上記誘電体の半径はλｒ ／２に設定されたことを特徴とする。さらに、上記アレ
ーアンテナ装置において、上記誘電体の高さはλｒ ／４、又はλｒ ／４からλｒ ／３まで
の範囲に設定されたことを特徴とする。
【００１０】
さらに、上記アレーアンテナ装置において、上記誘電体を、上記誘電体の誘電率よりも低
い誘電率を有する誘電体により包囲したことを特徴とする。
【００１１】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して本発明に係る実施形態について説明する。
【００１２】
図１は、本発明に係る第１の実施形態である誘電体埋設型エスパアンテナ１の構成を示す
斜視図である。本実施形態においては、図１に示されるように、誘電体基板１０の接地導
体１１上に、接地導体１１とは電気的に絶縁された状態で形成された給電アンテナ素子Ａ
０及び無給電アンテナ素子Ａ１－Ａ６を備えた従来例のエスパアンテナ（図９）において
、複数のアンテナ素子Ａ０，Ａ１－Ａ６を誘電体５０中に埋設するように形成されたこと
を特徴としている。ここで、複数の無給電アンテナ素子Ａ１－Ａ６は、給電アンテナ素子
Ａ０を中心として円形形状で配置され、誘電体５０は円柱形状を有する。本実施形態にお
いては、給電アンテナ素子Ａ０及び無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６は自由空間における
長さよりも短いアンテナ長（λｒ ／４）を有し、給電アンテナ素子Ａ０と、各無給電アン
テナ素子Ａ１乃至Ａ６とはそれぞれモノポール素子であって、かつ互いに自由空間におけ
る長さよりも短い間隔（λｒ ／４）を有する。ここで、λｒ は、所望波が誘電体５０中を
伝搬するときの波長である。
【００１３】
まず、本発明に係るアレーアンテナ装置のサイズ縮小の基本概念について説明する。誘電
体５０中に埋設されたアレーアンテナ装置は、誘電体材料が、その中を進行する電磁波の
波長を低減するという概念に基づいて設計される。電磁波が、比誘電率εｒ 及び比透磁率
μｒ を有する無限に延長された誘電体５０の材料媒質を進行する場合、波長は以下のよう
な係数Ｆｉ に基づいて低減される。
【００１４】
【数１】
Ｆｉ ＝√（εｒ μｒ ）
【００１５】
すなわち、誘電体５０の材料媒質内で低減される波長λｒ は次式によって計算することが
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できる。
【００１６】
【数２】
λｒ ＝λ０ ／√（εｒ μｒ ）
【００１７】
ここで、λ０ は所望波の自由空間における波長である。アレーアンテナ装置の物理的サイ
ズは、誘電体５０の材料媒質の中の波長に直接的に関連するため、数２より、当該アンテ
ナ装置が自由空間環境における類似のアンテナよりも小さい寸法と共振することは明白で
ある。各アンテナ素子Ａ０－Ａ６が高誘電性媒質（非磁性体）の誘電体５０内に埋め込ま
れた場合、数２は次式のように書きかえることができる。
【００１８】
【数３】
λｒ ＝λ０ ／√εｒ

【００１９】
また、各アンテナ素子Ａ０－Ａ６の高さの縮小係数Ｆｒ は、次のようになる。
【００２０】
【数４】
Ｆｒ ≦√εｒ

【００２１】
本実施形態で用いられた誘電体５０の比誘電率は、好ましくは、次式の範囲に含まれる。
【００２２】
【数５】
２＜εｒ ＜１０
【００２３】
しかしながら、最良の性能を発揮する範囲は、より好ましくは、次式の範囲である。
【００２４】
【数６】
３＜εｒ ＜９
【００２５】
本実施形態においては、誘電体５０の材料として、比誘電率εｒ ＝４．５の誘電体材料を
用いた。そのような誘電体材料として、例えばナイロン、ファイバーガラスなどを使用す
ることができる。
【００２６】
アレーアンテナ装置の総容量及び総重量を低減するためには、誘電体５０を被覆する被覆
の厚さが無限大にならないように、誘電体５０の半径（すなわち、円柱座標系において、
給電アンテナ素子Ａ０を中心にそれから所定の距離間隔（λｒ ／４）を有して円形形状で
配置された無給電アンテナ素子Ａ１－Ａ６から、誘電体５０と外気との境界面までの半径
である。）は誘電体５０の高さ（誘電体５０の高さは、図１に示すようにλｒ ／４である
か、もしくは、好ましくは、λｒ ／４乃至λｒ ／３の範囲にある。）と同じか、これより
小さいものでなければならない。直観的には、実際の高さ縮小係数Ｆｒ はＦｉ ほどには大
きくならないことが予測される。明らかに、Ｆｒ 係数は、誘電体５０を被覆する被覆及び
誘電体５０の形状、サイズ及び電気的特性の関数である。Ｆｒ 係数が大きいときは、被覆
は可能な限り厚くする必要がある。重量及びサイズの実際的考察から明らかなように、被
覆の厚さには限界があるため、こうした状況において達成可能な高さの低減が問題となる
。
【００２７】
次いで、図１を参照して、誘電体埋設型エスパアンテナ１の構造について詳細に説明する
。図１において、半径λｒ ／２及び厚さ１．５ｍｍを有する誘電体基板１０の上面の全面
上に接地導体１１が形成され、接地導体１１とは電気的に絶縁されるように、給電アンテ
ナ素子Ａ０及び６本の無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６がそれらの長手方向が接地導体１
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１の平面に対して垂直となるように形成される。ここで、給電アンテナ素子Ａ０及び６本
の無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６は長さλｒ ／４を有し、それぞれモノポール素子を構
成している。さらに、接地導体１１の上面の全面上に、各アンテナ素子Ａ０－Ａ６を埋設
するように、給電アンテナ素子Ａ０を中心とする円形形状の誘電体５０が充填配置される
。
【００２８】
図２の平面図を参照すれば、無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６は、給電アンテナ素子Ａ０
の位置を中心とする半径ｄ＝λｒ ／４の円形形状の位置に互いに同一の６０度の間隔で配
置されるように設けられる。誘電体５０の輪郭は給電アンテナ素子Ａ０の位置を中心とす
る半径λｒ ／２かつ高さλｒ ／４乃至λｒ ／３の円柱形状に成形されている。
【００２９】
図１のＢ－Ｂ’線に沿った図３の縦断面図を参照すれば、図１の誘電体埋設型エスパアン
テナ１において、例えばポリカーボネートにてなる誘電体基板１０上に接地導体１１が形
成され、さらに、接地導体１１上に誘電体５０が設けられる。給電アンテナ素子Ａ０は、
接地導体１１とは電気的に絶縁され、かつ誘電体５０に埋設された円柱形状の放射素子６
を備える。無線機（図示せず。）から給電される無線信号を伝送する同軸ケーブル２０の
中心導体２１は放射素子６の一端に接続され、その外部導体２２は接地導体１１に接続さ
れる。これにより、無線機から無線信号が同軸ケーブル２０を介して給電アンテナ素子Ａ
０に給電されて放射される。但し、同軸ケーブル２０の中心導体２１と外部導体２２とは
絶縁体２３によって絶縁され、外部導体２２の外側は外部被覆２４によって被覆されてい
る。
【００３０】
さらに、図３において、各無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６はそれぞれ、接地導体１１と
は電気的に絶縁され誘電体５０に埋設された円柱形状の非励振素子７を備えて構成され、
その一端は、リアクタンス値Ｘｎ（ｎ＝１，２，…，６）を有する可変リアクタンス素子
２５及びスルーホール導体１４とを介して接地導体１１に対して高周波的に接地される。
放射素子６と非励振素子７の長手方向の長さは実質的に同一であるが、例えば、可変リア
クタンス素子２５がインダクタンス性（Ｌ性）を有するときは、可変リアクタンス素子２
５は延長コイルとなり、無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６の電気長が給電アンテナ素子Ａ
０に比較して長くなり、反射器として働く。一方、例えば、可変リアクタンス素子２５が
キャパシタンス性（Ｃ性）を有するときは、可変リアクタンス素子２５は短縮コンデンサ
となり、無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６の電気長が給電アンテナ素子Ａ０に比較して短
くなり、導波器として働く。
【００３１】
図４は、図１の誘電体埋設型エスパアンテナ１の無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６の詳細
な構成を示す断面図であり、図４の好ましい実施形態では、可変リアクタンス素子２５と
して可変容量ダイオードＤを用いている。
【００３２】
図４において、非励振素子７は接地導体１１から電気的に絶縁されつつ、誘電体基板１０
及び誘電体５０を鉛直方向に貫通して支持される。ここで、非励振素子７の一端は可変容
量ダイオードＤ及び、誘電体基板１０を鉛直方向に貫通して充填形成されてなるスルーホ
ール導体１２を介して接地導体１１に高周波的に接地されるとともに、抵抗Ｒを介して端
子Ｔに接続される。また、端子Ｔは高周波バイパス用キャパシタＣ及び、誘電体基板１０
を鉛直方向に貫通して充填形成されてなるスルーホール導体１３を介して接地導体１１に
高周波的に接地される。
【００３３】
端子Ｔには、本実施形態の誘電体埋設型エスパアンテナ１の制御装置（図示せず。）によ
り電圧制御される可変電圧直流電源Ｖｂが接続され、これにより、可変容量ダイオードＤ
に印加する逆バイアス電圧を変化させることにより、可変容量ダイオードＤにおける静電
容量値を変化させる。これにより、非励振素子７を備えた無給電アンテナ素子Ａ１の電気
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長を、給電アンテナ素子Ａ０に比較して変化させ、当該エスパアンテナの水平面指向特性
を変化させることができる。さらに、他の非励振素子７を備えた無給電アンテナ素子Ａ２
乃至Ａ６も同様に構成されて同様の作用を有する。
【００３４】
図１の誘電体埋設型エスパアンテナ１において、非励振素子をその一端で接続する可変リ
アクタンス素子２５のリアクタンス値を調整することにより、エスパアンテナの全体の水
平面指向特性は異なる形状に形成される。各可変リアクタンス素子２５のリアクタンス値
は、当該非励振素子７から放射素子６へ反射される入射信号の位相を決定する。こうして
、給電アンテナ素子Ａ０及び各無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６は、反射される様々な信
号を加算してアレーアンテナ装置の出力信号を形成する。このエスパアンテナ１は、コン
パクトな構造、低い輪郭及び単一給電の使用といった幾つかの特有の効果を有する。
【００３５】
以上説明したように、例えば数３において比誘電率εｒ ＝４．５として評価すると、図９
の従来技術のエスパアンテナと比較して５０％を越えるサイズの縮小及び８０％を越える
容量の縮小を達成することができる。例えば可変容量ダイオードＤを用いれば、直流電圧
で水平面指向特性を電子的に制御可能なアレーアンテナ装置を実現できる。当該アレーア
ンテナ装置は、例えば、移動体通信端末用のアンテナとしてノートパソコンやＰＤＡのよ
うな電子機器へ装着が容易であり、また、水平面のどの方向へ主ビームを走査した場合で
も、すべての無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６が導波器又は反射器として有効に機能し、
水平面指向特性の制御もきわめて容易である。誘電体５０に埋設された電子ビームを操向
可能なアレーアンテナ装置は、無線通信及びモバイルコンピューティングシステムにおい
て望ましい、小型のサイズ及び構造のコンパクトさを含む、携帯端末及び移動端末にとっ
て特有の効果を有する。
【００３６】
以上の実施形態においては、送信用の誘電体埋設型エスパアンテナ１について説明したが
、当該装置は非可逆回路を含まない可逆回路であるので、図９の従来技術の装置と同様に
受信用のアンテナにも用いることができる。
【００３７】
さらに、誘電体５０と外気との境界面における反射という重要な要素についても考慮する
必要がある。この種のアンテナ設計に際しては、誘電体５０と外気との間の境界面におけ
る最小の反射及び最小の重量及びサイズを維持するための最適設計が必要である。
【００３８】
上記の問題を解決するために、２つの変形例が図５及び図６に図示されている。この２つ
の変形例においては、給電アンテナ素子Ａ０及び各無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６に電
気的に接続された回路は図示されていないが、図３と同様に給電アンテナ素子Ａ０には同
軸ケーブル２０が、及び各無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６にはそれぞれ可変リアクタン
ス素子２５が接続される。さらに、給電アンテナ素子Ａ０及び各無給電アンテナ素子Ａ１
乃至Ａ６の配置は、図１及び図２に図示された実施形態と同様である。
【００３９】
図５に、本発明に係る第１の変形例である誘電体埋設型エスパアンテナが図示されている
。本変形例では複数のアンテナ素子Ａ０－Ａ６を、給電アンテナ素子Ａ０の位置を中心と
する半径λｒ ／２の円柱形状の誘電体５０に埋設し、さらに、給電アンテナ素子Ａ０の位
置を中心とする半径（３／８）λｒ の円周から外側に向かって、円柱形状の誘電体５０の
上底面の縁端部を面取りして成形した。誘電体５０の中心部分の鉛直方向の高さは各アン
テナ素子Ａ０－Ａ６と同一のλｒ ／４（図１）であるが、例えば２．４ＧＨｚの動作周波
数に対して、誘電体５０の側面の高さは１１ｍｍである。本変形例では、誘電体５０の縁
端部を例えば角度α＝２０°で面取りをすることによって、斜め方向から入射する到来波
の外気と誘電体５０との境界面における反射を少なくすることができ、送信電力又は受信
電力の伝送損失を低減できる。
【００４０】
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図６に、本発明に係る第２の変形例である誘電体埋設型エスパアンテナが図示されている
。ここでは、アンテナアレーが埋設された第１の誘電体５１を、それよりも比誘電率の低
い第２の誘電体５２によって包囲する。例えば、比誘電率εｒ １ ＝４．５を有する誘電体
材料にてなる第１の誘電体５１を用い、比誘電率εｒ ２ ＝２乃至３を有する誘電体材料に
てなる第２の誘電体５２を用いる。各アンテナ素子Ａ０－Ａ６を包囲する第１の誘電体５
１は、給電アンテナ素子Ａ０の位置を中心とする半径（３／８）λｒ かつ高さλｒ ／４乃
至λｒ ／３の円柱形状を有する。また、第２の誘電体５２は、第１の誘電体５１の上面及
び側面と隙間無く第１の誘電体５１を包囲し、かつ給電アンテナ素子Ａ０の位置を中心と
する半径λｒ ／２の接地導体１１の円周端部上に形成され、さらに第２の誘電体５２の円
筒底面の縁端部及び側面と、外気との境界面が滑らかな曲面形状を有するように成形され
る。任意の方向からの到来波に対して同一の感度を有するように、第２の誘電体５２と外
気との境界面が給電アンテナ素子Ａ０を中心として回転対称性を有する必要があることは
明らかである。動作周波数として２．４ＧＨｚを用いたとき、第１の誘電体５１の上部に
重ねられた第２の誘電体５２の厚さｈは、例えば例えば２ｍｍとする。このような形態を
取ることによって、電波が入射する際の外気と誘電体５２との境界面における反射を少な
くすることができる。
【００４１】
以上の種々の実施形態においては、６本の無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６を用いている
が、その本数は少なくとも１本あれば、当該アレーアンテナ装置の水平面指向特性を電子
的に制御することができる。また、無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６の配置形状も上記の
実施形態に限定されず、給電アンテナ素子Ａ０から所定の距離だけ離れていればよい。す
なわち、各無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６に対する間隔ｄは一定でなくてもよい。
【００４２】
さらに、可変リアクタンス素子２５は可変容量ダイオードＤに限定されず、リアクタンス
値を制御可能な素子であればよい。可変容量ダイオードＤは一般に容量性の回路素子なの
で、リアクタンス値は常に負の値となる。上記可変リアクタンス素子２５のリアクタンス
値は、正から負の値までの範囲の値をとってもよく、このためには、例えば可変容量ダイ
オードＤに直列に固定のインダクタを挿入するか、又は非励振素子７の長さをより長くす
ることにより、正から負の値までにわたってリアクタンス値を変化させることができる。
【００４３】
以上の実施形態において、誘電体５０の鉛直方向の高さは給電アンテナ素子Ａ０及び各無
給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６と同じくλｒ ／４、又はλｒ ／４乃至λｒ ／３としたが、
これよりも高くしてもよい。
【００４４】
図７及び図８において、本実施形態に係る誘電体埋設型エスパアンテナ１を携帯電話機４
０，４１に適用した実施例が図示されている。なお、図７及び図８は、携帯電話機４０，
４１の上部に位置する一部を図示しており、スピーカ部４２近傍にエスパアンテナ１が設
けられている。ここで、図７を参照すると、携帯電話機４０の上底面上である外側に、誘
電体埋設型エスパアンテナ１が設けられている。一方、図８を参照すると、携帯電話機４
０の上底面の内側に、誘電体埋設型エスパアンテナ１が設けられている。なお、第２の実
施例においては、設計の際に携帯電話機４１の筐体（例えば、比誘電率２．０のプラスチ
ック等の材料を用いた）の比誘電率を考慮する必要があることは当業者には明らかである
。以上のように、携帯電話機４０，４１に誘電体埋設型エスパアンテナ１を設けることに
より、携帯電話機４０，４１のアンテナ装置を小型・軽量化することができ、これにより
、携帯電話機４０，４１を小型・軽量化できる。
【００４５】
本実施形態に係る誘電体埋設型エスパアンテナ１を用いてアンテナの指向性を制御するこ
との利点としては、例えば指向性を制御することができない従来のホイップアンテナを備
えた携帯電話機においては、送信される電波が全ての方向に放射され、そのうちある程度
の量が人体に吸収されるために出力された電波の全てが所望する基地局に有効に到達しな
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いが、本実施形態に係る誘電体埋設型エスパアンテナ１を用いて送信する電波の指向性を
制御すれば、人体に吸収されることによる損失なしに、電波の大部分を所望する方向に送
ることができる。
【００４６】
さらに、本実施形態に係るアレーアンテナ装置は、例えば移動体通信端末用のアンテナと
してノートパソコンやＰＤＡのような電子機器への装着が容易であり、スペクトル効率及
びバッテリパワー効率を拡大すると同時に、水平面のどの方向へ主ビームを走査した場合
でも、すべての無給電アンテナ素子Ａ１乃至Ａ６が導波器又は反射器として有効に機能し
、水平面指向特性の制御もきわめて容易であり、マルチパス伝搬及び同一チャンネル干渉
に付随する問題を低減させることができる。
【００４７】
【発明の効果】
以上詳述したように、本発明に係るアレーアンテナ装置によれば、従来例のアレーアンテ
ナ装置において、複数のアンテナ素子を誘電体中に埋設するように形成したので、所望波
の波長に関係して要求されるアンテナ長と複数のアンテナ素子間の距離とを縮小すること
ができ、これにより、アレーアンテナ装置を従来例に比較して小型・軽量化することがで
きる。また、アレーアンテナ装置を例えば携帯電話機などの無線機に搭載することにより
、無線機本体を小型・軽量化できる。
【００４８】
また、円柱形状の誘電体の縁端部を面取りすることによって、又は円柱形状の誘電体をそ
れよりも比誘電率の低い別の誘電体で包囲し、さらに、好ましくは、別の誘電体と外気と
の境界面が滑らかな曲面の形状になるように包囲することによって、誘電体の表面におけ
る所望波の反射を少なくすることができ、送信電力又は受信電力の伝送損失を低減できる
。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る第１の実施形態である誘電体埋設型エスパアンテナ１の構成を表す
斜視図である。
【図２】図１の誘電体埋設型エスパアンテナ１を上から見た平面図である。
【図３】図１の誘電体埋設型エスパアンテナ１のＢ－Ｂ’に沿った縦断面図である。
【図４】上記無給電アンテナ素子Ａ１～Ａ６の構造を詳細に説明する縦断面図、及び関連
する周辺回路の回路図である。
【図５】本発明に係る第１の変形例である誘電体埋設型エスパアンテナの構成を表す縦断
面図である。
【図６】本発明に係る第２の変形例である誘電体埋設型エスパアンテナの構成を表す縦断
面図である。
【図７】本発明に係る第１の実施例である、誘電体埋設型エスパアンテナ１を携帯電話機
４０の外部に設けた構造を示す斜視図である。
【図８】本発明に係る第２の実施例である、誘電体埋設型エスパアンテナを携帯電話機４
１の内部に設けた構造を示す斜視図である。
【図９】従来例のエスパアンテナの概略斜視図である。
【符号の説明】
Ａ０…給電アンテナ素子、
Ａ１乃至Ａ６…無給電アンテナ素子、
Ｃ…キャパシタ、
Ｄ…可変容量ダイオード、
Ｒ…抵抗、
Ｔ…端子、
Ｖｂ…可変電圧直流電源、
１…誘電体埋設型エスパアンテナ、
６…放射素子、
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７…非励振素子、
１０…誘電体基板、
１１…接地導体、
１２，１３，１４…スルーホール導体、
２０…給電用同軸ケーブル、
２１…中心導体、
２２…外部導体、
２３…絶縁体、
２４…外部被覆、
２５…可変リアクタンス素子、
４０，４１…携帯電話機、
４２…スピーカ部、
５０，５１，５２…誘電体。
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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